
( 電子提供措置事項のうち法令および定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項 )
第48回定時株主総会資料

Ⅰ．事業報告
１．企業集団の現況に関する事項
(5)　財産および損益の状況の推移
(8)　主要な事業内容ならびに主要な営業所および工場
(9)　使用人の状況
(10)　主要な借入先および借入額の状況
(11)　その他企業集団の現況に関する重要な事項
２．会社の株式に関する事項
３．会社の新株予約権等に関する事項
４．会社役員に関する事項
(2)　責任限定契約の内容の概要
(3)　補償契約の内容の概要等
(4)　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
(6)　その他会社役員に関する重要な事項
(7)　社外役員に関する事項
５．会計監査人に関する事項
６．業務の適正を確保するための体制についての決議等の概要
および当該体制の運用状況の概要

７．会社の支配に関する基本方針
８．剰余金の配当等の決定に関する方針



上記事項につきましては、法令および当社定款第14条第２項の規定に基づき、書面
交付請求をいただいた株主さまに対して交付する書面には記載しておりません。

Ⅱ．連結計算書類
１．連結貸借対照表
２．連結損益計算書
３．連結株主資本等変動計算書
４．連結注記表

Ⅲ．計算書類
１．貸借対照表
２．損益計算書
３．株主資本等変動計算書
４．個別注記表

Ⅳ．監査報告書
１．連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書
２．計算書類に係る会計監査人の監査報告書
３．監査等委員会の監査報告書

第48期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）
株式会社シャルレ



区 分 第 45 期
2020年３月期

第 46 期
2021年３月期

第 47 期
2022年３月期

第 48 期
（当連結会計年度）
2023年３月期

売 上 高 (百万円) － 13,771 15,565 13,255

営 業 利 益 又 は
営 業 損 失 （ △ ） (百万円) － △775 1,704 251

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） (百万円) － △729 1,720 301

親会社株主に帰属する
当期純利益又は当期純損失（△） (百万円) － △1,329 1,016 △740

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 （ △ ） (円) － △83.97 64.18 △46.75

純 資 産 (百万円) － 17,950 18,814 17,806

総 資 産 (百万円) － 20,359 22,145 20,485

１．企業集団の現況に関する事項
⑸　財産および損益の状況の推移

①企業集団の財産および損益の状況の推移

（注）１．第46期から連結計算書類を作成しておりますので、第45期の状況は記載しておりません。
２．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均発行済株式

総数により算出しております。
３．第47期における売上高、営業利益又は営業損失（△）、経常利益又は経常損失（△）、親会社株主に

帰属する当期純利益又は当期純損失（△）および１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失
（△）の大幅な増加は、レディースインナー等販売事業において第46期よりも費用が減少したこと、
子会社のシャワーヘッドの販売が好調であったこと、衣料品類の一部商品を値引き販売したことによ
り在庫ロスが低減した影響で利益率が改善したこと、また、ウルトラファインバブル技術製品等製造
販売事業において売上高が好調であったことなどによるものです。

４．第48期における売上高、営業利益又は営業損失（△）、経常利益又は経常損失（△）の大幅な減少
は、両セグメントにおいて売上高が第47期よりも大幅に減少したことによります。また親会社株主に
帰属する当期純利益又は当期純損失（△）および１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失
（△）の大幅な減少は、両セグメントにおいて特別損失が発生したことによります。これにより純資
産および総資産の額も第47期から大きく減少いたしました。
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区 分 第 45 期
2020年３月期

第 46 期
2021年３月期

第 47 期
2022年３月期

第 48 期
2023年３月期

売 上 高 (百万円) 15,671 12,919 13,161 11,967

営 業 利 益 又 は
営 業 損 失 （ △ ） (百万円) 239 △1,088 544 100

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） (百万円) 273 △1,051 564 125

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ） (百万円) 73 △1,507 265 △724

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期 純 損 失 （ △ ） (円) 4.65 △95.22 16.76 △45.72

純 資 産 (百万円) 19,400 17,748 17,826 16,948

総 資 産 (百万円) 22,263 19,870 20,571 19,381

事 業 区 分 事 業 内 容

レディースインナー等販売事業 レディースインナーを主体とする衣料品、化粧品、健康食品等の販売

ウルトラファインバブル技術
製品等製造販売事業 ウルトラファインバブル技術製品・その他の開発、製造、販売

②当社の財産および損益の状況の推移

（注）１．１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、自己株式を控除した期中平均発行済株式
総数により算出しております。

２．第46期の売上高につきましては、新型コロナウイルス感染症のまん延の影響等により大幅に減少し、
それに伴い、各段階の損益も損失の計上となっております。

３．第47期における営業利益又は営業損失（△）、経常利益又は経常損失（△）、当期純利益又は当期純
損失（△）および１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）の大幅な増加は、第46期よ
りも費用が減少したこと、子会社のシャワーヘッドの販売が好調であったことおよび衣料品類の一部
商品を値引き販売したことにより在庫ロスが低減した影響で利益率が改善したことによるものです。

４．第48期における営業利益又は営業損失（△）、経常利益又は経常損失（△）の大幅な減少は、第47
期に比べ子会社のシャワーヘッドの販売が低調であったことによるものです。当期純利益又は当期純
損失（△）および１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）の大幅な減少は、主に希望
退職者募集の実施に伴う特別退職金の支払いが発生したことによります。

⑻　主要な事業内容ならびに主要な営業所および工場（2023年３月31日現在）
①企業集団の主要な事業内容
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本 店 兵庫県神戸市

本 社 兵庫県神戸市

営 業 所 営業部（東京都豊島区）

配 送 セ ン タ ー 埼玉配送センター（埼玉県川越市）、福岡配送センター（福岡県糟屋郡宇美町）

株 式 会 社 Ｔ Ｋ Ｓ 本社（岐阜県岐阜市）

株 式 会 社 Ｗ Ａ Ｔ Ｅ Ｒ
Ｃ Ｏ Ｎ Ｎ Ｅ Ｃ Ｔ 本社（岐阜県岐阜市）

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

レディースインナー等販売事業 213（44）名 45名減（ ７名減）

ウ ル ト ラ フ ァ イ ン バ ブ ル 技 術
製 品 等 製 造 販 売 事 業 31（15）名 ２名増（ ４名減）

合 計 244（59）名 43名減（11名減）

②企業集団の主要な営業所および工場
1)　当社

（注）１．全国に展開する販売組織への経営戦略の早期浸透を図るため、2022年８月１日付で東日本営業部お
よび西日本営業部の機能を統合させ、営業部を新設いたしました。

２．埼玉配送センターを2022年８月16日付で埼玉県行田市から埼玉県川越市に移転し、同年12月19日
付で札幌配送センターを閉鎖し、埼玉配送センターに統合いたしました。

2)　子会社

（注）１．株式会社ＴＫＳは、2023年３月31日付で旧株式会社田中金属製作所より商号変更するとともに、本
店所在地（岐阜県山県市）を本社所在地（岐阜県岐阜市）に移転いたしました。

２．株式会社ＴＫＳが所有する工場（岐阜県山県市）を新設分割計画書に則り、新設会社に譲渡いたしました。

⑼　使用人の状況（2023年３月31日現在）
①企業集団の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業員数であり、嘱託社員・契約社員・パートタイマー等は（　　）内に年間の平均人員
を外数で記載しております。

２．レディースインナー等販売事業の使用人数において、ウルトラファインバブル技術製品等製造販売事
業へ出向している１名を除いて記載しております。
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使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

213（44）名 45名減（７名減） 45.5歳 19.4年

借 入 先 借 入 金 残 高

岐 阜 信 用 金 庫 25百万円

３．レディースインナー等販売事業においての使用人数の減少は、主に希望退職者募集の実施による減少
であります。

②当社の使用人の状況

（注）１．使用人数は就業員数であり、嘱託社員・契約社員・パートタイマー等は（　　）内に年間の平均人員
を外数で記載しております。

２．使用人数の減少は、主に希望退職者募集の実施による減少であります。

⑽　主要な借入先および借入額の状況（2023年３月31日現在）
①当社

該当事項はありません。
②子会社

⑾　その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

－ 4 －



⑴　発行可能株式総数 84,000,000株
⑵　発行済株式の総数 16,086,250株
⑶　株主数 5,735名（前期末比　　169名減少）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

林 　 雅 晴 1,508 9.53

有 限 会 社 Ｇ ＆ Ｌ 1,272 8.04

有 限 会 社 Ｌ ａ ｍ ’ ｓ 956 6.04

ＩＮＴＥＲＡＣＴＩＶＥ　ＢＲＯＫＥＲＳ　ＬＬＣ 927 5.86

林 　 勝 哉 843 5.33

瀬 崎 五 葉 834 5.27

林 　 宏 子 737 4.66

林 　 充 孝 517 3.27

林 　 直 樹 458 2.89

林 　 達 哉 291 1.84

２．会社の株式に関する事項（2023年３月31日現在）

⑷　大株主（上位10名）

（注）持株比率は、自己株式（250,835株）を控除して計算しております。

⑸　当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。

⑹　その他株式に関する重要な事項
該当事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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地位および氏名 異動前 異動後

代表取締役社長
林　　　勝　哉

新規事業部担当、インナー・アパレル部担当、
ビューティケア部担当、新商材プロジェクト担
当、商品管理部担当、内部監査室担当

経営戦略部担当、インナー・アパレル部担当、
ビューティケア部担当、新商材プロジェクト担
当、商品管理部担当、内部監査室担当

取締役
千本松　重　雄

経営企画部担当、新ビジネス開発部担当、
コーポレートサービス部担当、情報取扱
責任者

新ビジネス開発部担当、新規事業部担当、
コーポレートサービス部担当、情報取扱
責任者

取締役
濵　野　正　治

人事・総務部担当、法務部担当、お客様
相談室担当、内部統制担当、コンプライ
アンス担当

人事・総務部担当、法務部担当、内部統制
担当、コンプライアンス担当

４．会社役員に関する事項
⑵　責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害
賠償責任を限定する契約を各監査等委員である取締役との間で締結しております。

当社が各監査等委員である取締役との間で締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりです。
「各監査等委員である取締役は、その職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がない場合

は、11百万円または会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度とし
てその責任を負う。」

⑶　補償契約の内容の概要等
該当事項はありません。

⑷　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、被保険者の範囲を当社について

はすべての取締役（監査等委員である取締役を含む。）とし、子会社についてはすべての取締役
および監査役としております。その保険料は全額当社が負担しております。

当該保険の填補の対象は、被保険者がその職務の執行に関して行った行為（不作為を含む。）
に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等として
おります。ただし、故意または重過失に起因する損害賠償請求については、填補されません。

また、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

⑹　その他会社役員に関する重要な事項
①2023年４月１日付で取締役の担当に異動がありました。

（注）中期経営計画における経営戦略の策定・推進機能強化を図るため、「経営企画部」の機能に経営戦略策定
機能を追加し、「経営戦略部」に変更いたしました。
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地位および氏名 変更前 変更後

取締役
千本松　重　雄

株式会社ＴＫＳ 取締役
株式会社ＷＡＴＥＲ　ＣＯＮＮＥＣＴ 取締役 －

地 位 お よ び 氏 名 兼 職 先 名 兼 職 の 内 容 関 係

取締役（常勤監査等委員）
吉　田　金　吾 － － －

取締役（監査等委員）
岸　本　達　司

新世綜合法律事務所
大和ハウス工業株式会社

代表パートナー
社外監査役

当社と兼職先との間に特別の
関 係 は あ り ま せ ん 。

取締役（監査等委員）
井　出　久　美

井出久美公認会計士事務所
グローバルスタイル株式会社

所長
社外取締役

当社と兼職先との間に特別の
関 係 は あ り ま せ ん 。

取締役（監査等委員）
茂　永　　　崇 松村・茂永法律事務所 代表弁護士 当社と兼職先との間に特別の

関 係 は あ り ま せ ん 。

②2023年４月21日付で取締役の重要な兼職状況に変更がありました。

（注）１．株式会社ＴＫＳは、2023年３月31日付で旧株式会社田中金属製作所より商号変更いたしました。
２．取締役千本松重雄は、2023年４月21日付で開催された株式会社ＴＫＳ第30回定時株主総会および株

式会社ＷＡＴＥＲ　ＣＯＮＮＥＣＴ第９回定時株主総会の終結の時をもって、両社の取締役を辞任に
より退任いたしました。

⑺　社外役員に関する事項
①社外役員の重要な兼職の状況等（2023年３月31日現在）

（注）グローバルスタイル株式会社は、2022年11月１日付でタンゴヤ株式会社より商号変更いたしました。
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地 位 、 氏 名
および在任期間

出 席 状 況 、 発 言 状 況 お よ び 社 外 取 締 役 に 期 待 さ れ る
役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役
（常勤監査等委員）
吉　田　金　吾
在任期間５年９月のうち、
監査役としての在任期間４
年、社外取締役としての在
任期間１年９月

【取締役会】
当事業年度に開催された取締役会22回のうち20回出席し、長年にわたり金融・財務
分野に携わり、金融機関の法人部門や内部管理部門に在籍した豊富な経験および知
見に基づいて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための発言を積極
的に行い、客観的かつ公正な立場で監査体制の強化および経営の健全性の確保に大
きく貢献しております。

【監査等委員会】
当事業年度に開催された監査等委員会20回のうち18回出席し、金融機関の法人部門
や内部管理部門に在籍した豊富な経験および知見から、適切な監査・監督を行って
おります。

【指名委員会・報酬委員会】
当事業年度に開催された任意の諮問機関である指名委員会６回、報酬委員会７回す
べてに出席し、指名委員会および報酬委員会の委員長として、取締役候補者の選定
や取締役報酬等の決定過程における監督を主導しております。

【コンプライアンス委員会】
当事業年度に開催された任意の諮問機関であるコンプライアンス委員会４回のすべ
てに出席し、委員として適宜必要に応じて発言を行っております。

【ガバナンス向上委員会】
当事業年度に開催された外部諮問機関であるガバナンス向上委員会６回のうち５回
出席し、委員として独立性を有する社外取締役の観点から、適宜発言を行っており
ます。

②社外役員の主な活動状況
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地 位 、 氏 名
および在任期間

出 席 状 況 、 発 言 状 況 お よ び 社 外 取 締 役 に 期 待 さ れ る
役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役（監査等委員）
岸　本　達　司
在任期間11年９月のうち、
監査役としての在任期間10
年、社外取締役としての在
任期間１年９月

【取締役会】
当事業年度に開催された取締役会22回のすべてに出席し、弁護士としての経験を通
して培った専門的知識に基づいて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための発言を積極的に行い、客観的かつ公正な立場で監査体制の強化および経営
の健全性確保に大きく貢献しております。

【監査等委員会】
当事業年度に開催された監査等委員会20回のすべてに出席し、弁護士としての専門
的知見から、法律面を中心に適宜発言を行っております。

【指名委員会・報酬委員会】
当事業年度に開催された任意の諮問機関である指名委員会６回、報酬委員会７回す
べてに出席し、指名委員会および報酬委員会の委員として、取締役候補者の選定や
取締役報酬等の決定過程において適宜必要な発言を行っております。

【コンプライアンス委員会】
当事業年度に開催された任意の諮問機関であるコンプライアンス委員会４回のすべ
てに出席し、委員長として当社グループにおけるコンプライアンス事案の審議など
を主導しております。

【ガバナンス向上委員会】
当事業年度に開催された外部諮問機関であるガバナンス向上委員会６回のすべてに
出席し、委員として独立性を有する社外取締役の観点から、適宜発言を行っており
ます。

取締役（監査等委員）
井　出　久　美
在任期間９年９月のうち、
監査役としての在任期間８
年、社外取締役としての在
任期間１年９月

【取締役会】
当事業年度に開催された取締役会22回のすべてに出席し、公認会計士としての財務
および会計の専門知識に基づいて、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための発言を積極的に行い、客観的かつ公正な立場で監査体制の強化および経営
の健全性確保に大きく貢献しております。

【監査等委員会】
当事業年度に開催された監査等委員会20回のすべてに出席し、企業会計などを専門
とする公認会計士としての専門的知見から、財務および会計面を中心に適宜発言を
行っております。

【指名委員会・報酬委員会】
当事業年度に開催された任意の諮問機関である指名委員会６回、報酬委員会７回す
べてに出席し、指名委員会および報酬委員会の委員として、取締役候補者の選定や
取締役報酬等の決定過程において適宜必要な発言を行っております。

【コンプライアンス委員会】
当事業年度に開催された任意の諮問機関であるコンプライアンス委員会４回のすべ
てに出席し、委員として適宜必要に応じて発言を行っております。
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地 位 、 氏 名
および在任期間

出 席 状 況 、 発 言 状 況 お よ び 社 外 取 締 役 に 期 待 さ れ る
役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役（監査等委員）
茂　永　　　崇
在任期間１年９月のうち、
社外取締役としての在任期
間１年９月

【取締役会】
当事業年度に開催された取締役会22回のすべてに出席し、弁護士や民事調停委員等
幅広く活動してきた経験を通して培った専門的な知見に基づいて、取締役会の意思
決定の妥当性・適正性を確保するための発言を積極的に行っており、客観的かつ公
正な立場で監査体制の強化ならびにコーポレート・ガバナンスおよびコンプライア
ンス経営に大きく貢献しております。

【監査等委員会】
当事業年度に開催された監査等委員会20回のすべてに出席し、弁護士としての専門
的知見から、法律面を中心に適宜発言を行っております。

【指名委員会・報酬委員会】
当事業年度に開催された任意の諮問機関である指名委員会６回、報酬委員会７回す
べてに出席し、指名委員会および報酬委員会の委員として、取締役候補者の選定や
取締役報酬等の決定過程において適宜必要な発言を行っております。

【コンプライアンス委員会】
当事業年度に開催された任意の諮問機関であるコンプライアンス委員会４回のすべ
てに出席し、委員として適宜必要に応じて発言を行っております。

（参考）指名委員会および報酬委員会
当社は、取締役（監査等委員である取締役を含む。）の指名および取締役（監査等委員である取

締役を含む。）の報酬等の妥当性を確保すべく、審議プロセスの透明性と客観性を高めるため、取
締役会の任意の諮問機関として指名委員会と報酬委員会を設置しております。指名委員会および報
酬委員会は、独立性を有する社外取締役（監査等委員）４名、代表取締役社長および業務執行取締
役１名で構成されており、構成員の過半数を独立性を有する社外取締役（監査等委員）とするとと
もに、それぞれの委員長は独立性を有する社外取締役（監査等委員）より選任しております。

（参考）コンプライアンス委員会
当社は、当社グループの取締役・使用人および取引先等による不正行為の抑止等を図るととも

に、当社グループの社会的信頼の維持およびコンプライアンス態勢を確立するために、コンプライ
アンス委員会を設置しております。コンプライアンス委員会は、独立社外取締役４名で構成され、
委員長は社内規則の定めにより独立社外取締役が務めております。コンプライアンス委員会は、原
則として定期的（四半期）に１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、コンプライアンス態
勢に関する状況の確認、不正行為の疑いがある事実関係の調査・審議を行い、適宜、取締役会へ報
告・意見具申することを責務としております。
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（参考）ガバナンス向上委員会
当社は、当社グループのコーポレート・ガバナンス体制の一層の充実（経営の透明性・公正性）

を図ることで、社内体制の強化を図るとともに、対外的にもコーポレート・ガバナンスの強化に取
り組む姿勢をアピールすることで企業としての信頼感・安心感を醸成することを目的として、任意
の諮問機関としてガバナンス向上委員会を設置しております。ガバナンス向上委員会は、独立社外
取締役２名、外部有識者２名で構成され、委員長は外部有識者が務めております。ガバナンス向上
委員会は、原則として、四半期に１回開催するほか、必要に応じて臨時に開催し、コーポレート・
ガバナンス意識向上のための提言および助言を行うため、取締役（監査等委員である取締役を除
く。）に対するヒアリングや、取締役会および経営会議等の会議体のモニタリングを行い、委員会
内において意見交換を行っております。また、取締役（監査等委員である取締役を除く。）に向け
たコーポレート・ガバナンスにおける意識向上のための教育プログラムの策定および研修を実施し
ております。

（参考）取締役（監査等委員である取締役を含む。）の研鑽・研修の方針
当社は、取締役（監査等委員である取締役を含む。）に対して必要な研鑽および研修の機会を設

け、それらに要する費用を負担しております。
具体的には、業務執行取締役に対して、コーポレート・ガバナンスやコンプライアンスのみなら

ず、企業経営やサステナビリティ等を含めた上場企業の取締役としての役割・責務を果たすために
必要な知識を習得する機会として、社外セミナーへの参加に対して当社が費用を負担したり、弁護
士等の外部専門家による法令等に関する研修会を開催したりするなどし、研鑽および研修の機会を
設けております。

また、社外取締役を招聘する際には、当社の基本理念を理解いただき、事業概要、事業計画等に
ついて説明するとともに、当社に関する知識を深める目的で、継続的に各事業部門の責任者からの
説明や現場視察等を行える機会を設け、社外取締役としての役割・責務を果たせるように支援して
おります。
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①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22百万円

②当社および当社の子会社が会計監査人に支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 22百万円

５．会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の名称

ひびき監査法人

⑵　継続監査期間
13年間

⑶　業務を執行した公認会計士
業務執行社員：中須賀高典、細谷明宏

⑷　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
２．①の金額は、すべて、公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額であります。なお、当社と会

計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等
の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できないため、これらの合計額を記載しております。

⑸　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額について監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、従前の事業年度における会計監査人の職務遂行状況、監査時間等の監査実績

について分析・評価を行ったうえで、当事業年度の監査計画における監査時間および報酬額の見
積りの相当性を確認し、また上場企業の監査報酬水準との比較においても乖離はなく適正な水準
であると考え、当事業年度の会計監査人の報酬額については妥当であると判断し、同意しており
ます。

⑹　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した場合

は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認

められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監
査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を
解任した旨およびその理由を報告いたします。
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⑺　責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、会社法第423条第１項の損害

賠償責任を限定する契約を会計監査人との間で締結しております。
当社が会計監査人と締結した責任限定契約の内容の概要は次のとおりです。
「会計監査人は、その職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がない場合は、100百万円ま

たは会社法第425条第１項に定める最低責任限度額のいずれか高い額を限度としてその責任を負
う。」

⑻　補償契約の内容の概要等
該当事項はありません。

⑼　役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
該当事項はありません。
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６．業務の適正を確保するための体制についての決議等の概要および当該体制の運用状況の概要
⑴　業務の適正を確保するための体制についての決議等の概要

当社の業務の適正を確保するための体制等の整備に関する取締役会決議の内容の概要は、以下
のとおりです。（最終改正2021年６月23日）
①当社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制
当社は、「コンプライアンス基本指針」を設け、コンプライアンス行動基準を認識し、コン

プライアンスを徹底した企業経営を実践することにより、経営の透明性と健全性の高い企業活
動を遂行し、企業ブランド価値をさらに高めることを当社の取締役および使用人に徹底してお
ります。また、法令、企業倫理、社会規範等を尊重するとともに、反社会的勢力との関係断絶
等を遵守するための基本的事項を「コンプライアンス規程」に定めております。
監査等委員である取締役（すべて独立社外取締役）で組織する「コンプライアンス委員会」

を設置し、さらなる客観性および透明性を高めたガバナンスの強化とコンプライアンスの意識
の向上に取り組んでおります。
取締役および使用人が、法令や規程の違反、企業倫理の逸脱のおそれがある事実を発見した
場合に、具体的な対応は「コンプライアンス相談・申告要領」に定めております。相談・申告
窓口として、社内外に「コンプライアンス相談窓口」を設置しております。その相談・申告さ
れた内容は、「コンプライアンス委員会」による調査を通じて、取締役会が違法行為の停止や
再発の防止等の是正措置を図る体制をとっております。
取締役および使用人の法令遵守に対する意識を啓蒙・維持させるため、定期的なコンプライ

アンス教育を実施しております。
②当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報（株主総会議事録、取締役会議事録、経営会議議事録、稟議書
および関連資料等）に関する文書等（電磁的記録を含む。）は、社内規程（「文書管理規
程」、「企業機密管理規程」、「情報処理システム管理規程」等）に従い、適切に保存および
管理しております。また、閲覧・謄写の必要性がある場合は、必要な関係者が閲覧・謄写でき
る体制にしております。
③当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社は、「リスクマネジメント規程」に基づき、リスク管理部門が当社の予見されるリスク
情報の管理を行い、リスクの未然防止に努めております。また、リスクの定義や管理体制等に
ついては、経営環境の変化に対応し、適時見直しを行っております。
経営上の重大なリスクが発生した場合は、代表取締役社長の指示のもと、対策本部を設置
し、業務執行取締役および当該リスクに係る関係部署が集まり、事実の確認・把握をした上
で、対応策を検討し、リスクの最小化、収束に努める体制にしております。
災害や事故等の緊急事態の発生における事業継続計画（ＢＣＰ）を定め、事業活動の継続や

早期の再開ができる体制にしております。
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④当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
当社の取締役会は、業務執行取締役ならびに各部門長にて策定した当社および子会社（以
下、当社グループ）の経営方針や経営計画、年度予算等を承認しております。業務執行取締役
ならびに常勤監査等委員である取締役は、経営会議に出席するとともに、全社の業務計画や業
績等の進捗を把握し、改善策を検討した上で、四半期単位にて取締役会に報告しております。
社内規程（「組織規程」、「稟議規程」等）において、業務執行取締役の基本職務や決裁基
準等を定め、効率的に職務の執行が行える体制にしております。
⑤当社およびその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、子会社の統制・管理における適正化を図り、当社グループの利益を向上させるとと
もに、損失等のリスクを最小限に留めることを目的として、「グループ企業管理規程」を定め
ております。
当社は、子会社の事業計画、業績、業務の進捗およびその他の重要な情報については、定期

的に担当取締役より当社の取締役会に報告を行うとともに、必要に応じて子会社の取締役より
業務執行状況を当社の取締役会に報告を行う体制にしております。
当社は、子会社のコンプライアンス態勢、重要情報の保存・管理体制、リスク管理体制等に

ついて、当社の社内規程に準じて子会社が規程を定め、運用することで、企業グループの統
制・管理を行うことにしております。
当社の内部監査部門は、必要に応じて子会社の監査手続を実施し、当社の代表取締役社長が
監査状況を取締役会に報告するものとしており、企業グループの内部統制の効率性と有効性を
確保する体制にしております。
当社の監査等委員会は、必要に応じて会計監査人や内部監査部門と連携を図り、子会社に対
して事業の報告を求め、業務、財産等に関する監査を行える体制にしております。
⑥当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

監査等委員会の職務を補助すべき体制として、内部監査部門内に監査等委員会事務局を設置
しております。
監査等委員会は、「監査等委員会規則」に基づき、監査等委員会の職務を補助する使用人を

社内の各部署の適任者から任命できる体制とし、当社グループ全体の情報を収集し、監査等委
員会に報告できるようにしております。
⑦取締役および使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事
項ならびに当該取締役および使用人に対する監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項
監査等委員会の職務を補助する使用人は「監査等委員会規則」に基づき、その独立性を確保

し、監査等委員会から受けた指示に関して、取締役等他の機関・役員から指揮命令を受けない
ような体制をとっております。
監査等委員会の職務を補助する使用人の人事異動については、監査等委員会の同意を必要と

しております。また、監査等委員会の職務を補助する使用人の職務評価等は常勤監査等委員で
ある取締役が行い、監査等委員会に報告しております。
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⑧当社の監査等委員会への報告をするための体制
当社の監査等委員会は、事業の報告等について、当社グループの取締役（当社の監査等委員
である取締役を除く。）および監査役、使用人より報告を受けられる体制をとっております。
また、監査等委員である取締役は、当社グループの重要な会議へ出席できるようにしております。
当社の監査等委員会は、当社グループの取締役（当社の監査等委員である取締役を除く。）

および監査役、使用人が、法令や規程の違反、企業倫理の逸脱のおそれがある事実を発見した
場合は、報告を受けられる体制をとっております。

⑨当社の監査等委員会へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな
いことを確保するための体制
当社は、当社の監査等委員会へ報告を行った当社グループの取締役（当社の監査等委員であ
る取締役を除く。）および監査役、使用人に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な
取扱いを禁止することを「監査等委員会規則」に定めております。

⑩当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務に関するものに限る。）について生ずる
費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務に関するものに限る。）について、

当社に対し、会社法第399条の２第４項に基づく費用の前払等の請求をしたときは、当該請求
に係る費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除
き、速やかに当該費用または債務を当社が負担いたします。
⑪その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社の監査等委員会は、監査等委員会の監査の実効性を高めるために、定期的に会計監査人
および内部監査部門と意見交換を行う体制にしております。
監査等委員会は、事業課題や監査体制等について、必要に応じて代表取締役社長と意見交換

をしております。
当社は、監査等委員会が監査等委員会の職務を補助する使用人に対して監査に必要な調査を
求めることができ、必要に応じて、外部の有識者（弁護士、公認会計士）と随時相談できる体
制にしております。
⑫財務報告の適正性を確保するための体制

当社は、当社グループの財務報告に係る内部統制の適正性と信頼性を確保するために、財務
報告に係る内部統制の評価および監査の基準に基づき、関連規程等を整備するとともに、代表
取締役社長が最高責任者となり、内部統制を有効に機能させる体制ならびにその報告体制を構
築し、定期的に評価し、不備があれば必要な改善措置を行っております。
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⑵　業務の適正を確保するための体制等についての運用状況の概要
当事業年度における当社の業務の適正を確保するための体制等の運用状況の概要は、以下のと

おりです。
①コンプライアンスに関する体制

「コンプライアンス基本指針」や「コンプライアンス行動基準」は社内ポータルサイトに掲
載し、取締役（監査等委員である取締役を含む。）や使用人に対して常に閲覧できるようにし
ております。また、当社に関わるビジネスメンバーや取締役（監査等委員である取締役を含
む。）、使用人に対して、ビジネス活動におけるモラルやルール、法令遵守などの行動基準を
示した「シャルレ行動規範」においても、周知徹底に努めております。
独立社外取締役を構成員としたコンプライアンス委員会を定期的に開催し、コンプライアン
ス事案の審議や進捗報告を行っております。
また、常勤の取締役および使用人を対象に社内イントラネットを活用したコンプライアンス
および個人情報保護に関する教育を定期的に実施し、法令遵守意識の向上および定着に努めて
おります。
さらに、法令や規程違反等の早期発見および未然防止を目的に、当社グループ内にホットラ

イン制度（内部通報制度）を導入し、社内外にコンプライアンス相談窓口を設置しておりま
す。申告・相談があった場合は、コンプライアンス委員会にて調査を行い、当該調査結果を取
締役会に報告する運用を行っております。

②リスク管理に関する体制
「リスクマネジメント規程」に基づき、人事・総務部総務課が、経営上のリスク等の管理を

統括し、定期的に人事・総務部長および常勤の取締役等に報告するとともに、適切かつ迅速に
対応しております。また、顕在化した経営上の重大なリスクについては、常勤の取締役や関係
部署による情報の共有化や対応策の検討を行い、代表取締役社長指示のもとリスクの最小化・
収束に努めております。
事業継続計画（ＢＣＰ）については、災害発生時などの緊急事態における社内体制のルール
やインフラ整備等に取り組み、事業活動の継続ならびに早期の再開を可能とする体制を構築し
ております。
③取締役の職務執行の効率性に関する体制

当社グループの中期経営計画や年度予算等の策定については、業務執行取締役ならびに関連
部門長を主体とする定例ミーティングを通じて討議・審議を重ねた上で経営会議に諮り、業務
執行取締役より立案し、取締役会にて決議しております。
また、定例ミーティングを通じて、業務執行取締役が当事業年度における当社グループの業

務計画や業績等の進捗確認、対応策を検討しております。また、四半期単位で取締役会にその
業務や業績の進捗状況ならびに職務執行状況を報告しております。
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④当社グループの企業集団における業務の適正を確保する体制
「グループ企業管理規程」を定め、子会社の統制・管理を適切に行っております。子会社の
業績や重要な情報ならびに取締役の職務執行状況については、四半期ごとに子会社の取締役か
ら取締役会に報告しております。
また、子会社のコンプライアンス体制、リスク管理体制等は当社の社内基準に準じて、段階

的に子会社が整備を進めております。
⑤監査等委員会の監査の実効性に関する体制

常勤の監査等委員である取締役は、経営会議などの社内の重要な会議に出席するとともに、
内部監査部門との定例ミーティングの実施や必要に応じて関連部署の使用人にヒアリングを行
うなど、適宜、情報収集を行い、監査等委員会に報告しております。
また、監査等委員会は、監査方針や監査計画に基づき、会計監査人や内部監査部門と連携を

図りながら、情報共有や意見交換を行い、監査等委員会による当社グループへの執行業務や財
産等に関する監査を実施しております。
さらに、監査等委員会は、定期的に代表取締役社長との意見交換を行い、監査等委員会の職
務を補助する使用人に対して必要な調査を求めたり、外部の有識者と随時相談したりすること
ができる体制にしております。
⑥財務報告の適正性に関する体制

財務報告に係る内部統制の整備、運用および評価の基本計画において、当社グループの内部
統制評価の実施方針、評価の範囲および代表取締役社長を最高責任者とした推進体制を定めて
おります。当該基本計画に基づき、財務報告に係るプロセスにおける内部統制の有効性を評価
しております。
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７．会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆さまに対する利益配分を経営の重要課題として位置付けており、経営環境の変

化に対応するために必要な内部留保を確保しつつ、継続的かつ安定的な配当を行うことを方針と
し、剰余金の配当回数につきましては年１回の期末配当を基本方針としております。
また、当社は、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議によって剰余金の配当を

行うことができる旨を定款にて定めておりますが、期末配当につきましては、定時株主総会による
決議を原則としております。
なお、内部留保は企業の安定性と株主利益を念頭に置き、既存事業の拡大、新規事業の開拓や提

携など企業価値向上のために将来投資に活用する所存で、同時に資本効率の向上と株式需給調整の
観点から株主資本の充実度合いとキャッシュ・フローの状況に応じて自己株式の取得も検討してま
いります。

（参考）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針
当社グループは、企業価値の向上を目指すうえでコーポレート・ガバナンスの強化を経営の重要

課題と位置付けております。コーポレート・ガバナンス体制が有効に機能するように、当社が定め
たコーポレートガバナンス基本方針に基づく企業経営を実践し、経営の客観性や透明性を高めると
ともに、迅速かつ適正な意思決定につながる企業経営を追求してまいります。そして、当社グルー
プの経営方針に基づき、お客さま、従業員、株主等のステークホルダーの立場を踏まえて、持続的
な成長と中長期的な企業価値の向上を目指し、コーポレート・ガバナンスの充実に継続的に取り組
んでまいります。

（参考）関連当事者の取引に関する手続
当社のコーポレートガバナンス基本方針に則り、関連当事者の取引については、事前に取締役会

の承認を得なければならないものとし、取締役会が監視しております。
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（2023年３月31日現在） （単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
工 具 、 器 具 及 び 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

15,025
11,239

11
195
2,995

9
78
497
△0

5,459
2,262
859
196
110
940
35
119

1,199
36

1,163
1,997
366
31
929
673
△3　

（負　 債　 の　 部）
流 動 負 債 1,896
買 掛 金 575
１年内返済予定の長期借入金 7
リ ー ス 債 務 26
未 払 金 630
未 払 法 人 税 等 36
契 約 負 債 125
賞 与 引 当 金 258
事 業 整 理 損 失 引 当 金 73
そ の 他 162

固 定 負 債 782
長 期 借 入 金 18
リ ー ス 債 務 9
長 期 未 払 金 140
契 約 負 債 196
繰 延 税 金 負 債 288
退 職 給 付 に 係 る 負 債 129

負 債 合 計 2,679
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 17,915
資 本 金 3,600
資 本 剰 余 金 4,897
利 益 剰 余 金 9,549
自 己 株 式 △131

その他の包括利益累計額 △109
その他有価証券評価差額金 △54
退職給付に係る調整累計額 △54

純 資 産 合 計 17,806
資 産 合 計 20,485 負 債 ・ 純 資 産 合 計 20,485

連 結 貸 借 対 照 表

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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( 自 2022年４月 1 日
至 2023年３月31日 ) （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 13,255
売 上 原 価 6,498
売 上 総 利 益 6,756
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 6,505
営 業 利 益 251
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 0

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0

雑 収 入 51 52

営 業 外 費 用
支 払 利 息 0

雑 損 失 1 2

経 常 利 益 301
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4

減 損 損 失 87

事 業 整 理 損 80

特 別 退 職 金 792

そ の 他 16 982

税 金 等 調 整 前 当 期 純 損 失 ( △ ) △681
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 34
法 人 税 等 調 整 額 24 59

当 期 純 損 失 ( △ ) △740
親会社株主に帰属する当期純損失(△) △740

連 結 損 益 計 算 書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 自 2022年４月 1 日
至 2023年３月31日 ） （単位：百万円）

株　 主　 資　 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日 残 高 3,600 4,897 10,416 △131 18,782

当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △126 △126

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △740 △740

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額) －

当連結会計年度中の変動額合計 － － △866 △0 △867

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 3,600 4,897 9,549 △131 17,915

その他の包括利益累計額
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日 残 高 △26 58 31 18,814

当連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △126

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △740

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額) △28 △112 △141 △141

当連結会計年度中の変動額合計 △28 △112 △141 △1,008

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 △54 △54 △109 17,806

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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建 物 ８年 ～ 50年
構 築 物 ５年 ～ 35年

連 結 注 記 表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項
連結子会社の数 ２社

主要な連結子会社の名称 株式会社田中金属製作所（*）、株式会社WATER CONNECT

（*）株式会社田中金属製作所は2023年３月31日付で株式会社ＴＫＳへ商号変更いたしました。

２．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日と連結決算日との差は３か月以内であるため、連結子会社の事業年度に係る計算書類

を基礎として連結を行っております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必
要な調整を行っております。

３．会計方針に関する事項
⑴　資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）
市場価格のない株式等　　　　　 移動平均法による原価法

②商品及び製品、仕掛品、原材料
主として総平均法による原価法
（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）
③貯蔵品

主として最終仕入原価法による原価法
（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 定額法を採用しております。

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
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①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、主として賞与支給見込額のうち、当連結会
計年度負担額を計上しております。

③事業整理損失引
当金

子会社の金属加工事業からの撤退に伴い負担することが見込まれる損失に備え
るため、損失負担額を計上しております。

②無形固定資産 定額法を採用しております。
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年

または10年）に基づく定額法を採用しております。
③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
当社及び連結子会社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
レディースインナー等販売事業においては、レディースインナーを中心とする衣料品、化粧品、健康食

品等の卸売販売を、ウルトラファインバブル技術製品等製造販売事業においては、シャワーヘッド製品等
の製造・販売を主な事業としており、このような商品及び製品の販売については引渡し時点において顧客
が当該商品及び製品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、商品及び製
品の引渡時点で収益を認識しております。なお、国内の販売においては、出荷時から当該商品及び製品の
支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
また、取引価格は顧客との契約において約束した対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で算
定しております。取引の対価は履行義務を充足してから概ね１か月で受領しており、対価の金額に重要な
金融要素は含まれておりません。

⑸　その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及
び年金資産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額
法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

②のれんの償却に関する事項
のれんの償却については、５年間の定額法により償却を行っております。
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当連結会計年度
顧客との契約から生じた債権（期首残高） 258百万円
顧客との契約から生じた債権（期末残高） 206
契約負債（期首残高） 297
契約負債（期末残高） 322

（会計方針の変更に関する注記）
（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号2021年６月17日。以下「時価
算定会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27ｰ２
項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適
用することといたしました。これによる連結計算書類に与える影響はありません。

（収益認識に関する注記）
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社及び連結子会社では、レディースインナー等販売事業及びウルトラファインバブル技術製品等製造販
売事業を営んでおり、主な財またはサービスの種類は、レディースインナー等を中心とする衣料品、化粧
品、健康食品や、シャワーヘッド製品等であります。またそれぞれの事業の売上高は、レディースインナー
等販売事業119億67百万円、ウルトラファインバブル技術製品等製造販売事業13億33百万円（セグメント
間の内部売上高45百万円を含みます。）であります。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等」の「重要な収益及び費用の計上基

準」に記載のとおりであります。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会
計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時
期に関する情報
⑴　契約負債の残高等

契約負債は、主に商品の引渡前に前受金として顧客から受け取った金額の残高と、レディースインナー
等販売事業の当社の代理店が代理店契約から購入した売上額をポイントとして累積し、ポイントが一定の
基準に達する度に報奨金の支払いを行う制度を運用しており、その累積の達成がまだ行われていない金額
で、期末時点において履行義務が充足していない残高であります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩
されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は、120百万円
であります。また、当連結会計年度において、契約負債が24百万円増加した主な理由は、連結子会社の
シャワーヘッド販売の前受金の増加によるものであります。
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繰延税金資産 31百万円
繰延税金負債 288百万円

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
当社及び連結子会社では、残存履行義務に配分した取引価格の注記にあたっては実務上の便法を適用し

ており、当初に予想される契約期間が１年以内の契約及びレディースインナー等販売事業の当社代理店の
売上額を累積したポイントに対して報奨金を支払う制度については、注記の対象に含めておりません。な
お、当該累積ポイントは11年以内に収益として認識されると見込んでおります。

（会計上の見積りに関する注記）
１．税効果会計

当社グループは、繰延税金資産及び繰延税金負債の見積りについて、レディースインナー等販売事業にお
いては、かねてからの課題である訪問販売員の高齢化による活動鈍化やビジネス稼働人数の低下、新規ビジ
ネス参画者の減少に加え、新型コロナウイルスの感染症まん延による業績低迷からの改善の遅れなどを考慮
し、需要の低下は今後も一定程度継続し影響があると仮定したことにより、課税所得の見積りが大きく減少
する見込みとなったため、回収不能またはスケジューリング不能と判断した繰延税金資産に対して、評価性
引当額を設定し繰延税金資産を計上しておりません。繰延税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税
所得の発生時期及び金額によって見積もっており、今後の業績の推移やその影響範囲等は大きく変動する可
能性があります。当該見積りは将来の不確実な経済条件の変動などによって影響を受けるため、実際に発生
した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度に係る連結計算書類において、繰延
税金資産及び繰延税金負債の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。当連結会計年度に係る連結計算
書類に計上した額は次のとおりです。

２．退職給付会計
当社グループは、従業員の大多数を対象とするいくつかの退職金制度を有しており、当社においては、従

業員の退職給付に充てるため、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しております。確定給付企業年金制
度（積立型）における、退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び退職給付費用は、数理計算上の仮定
に基づいて算出されております。これらの仮定には、割引率、年金資産の長期期待運用収益率、退職率、死
亡率等が含まれており、当社グループとしては使用した数理計算上の仮定は妥当なものと判断しております
が、仮定自体の変更により、退職給付に係る資産、退職給付に係る負債及び退職給付費用に重要な影響を与
える可能性があります。

割引率に関しては国内社債の利回りに基づいて設定しております。2023年３月31日時点における、国内
社債のうち満期までの期間が、予想される将来の給付支払の時期までの期間と同じ銘柄の利回りを基礎とし
ており、当連結会計年度末における割引率は0.5％であります。
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退職給付に係る資産 929百万円
退職給付に係る負債 129百万円
退職給付費用 60百万円

有形固定資産の減価償却累計額 5,923百万円

１．当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数　普通株式 16,086,250株

２．当連結会計年度末の自己株式の種類及び株式数　普通株式 250,835株

決 議 株式の
種 類

配当金の総額
(百万円)

配当の
原 資

１株当たり
配当金(円) 基 準 日 効力発生日

2022年６月22日
定 時 株 主 総 会 普通株式 126 利 益

剰余金 8 2022年３月31日 2022年６月23日

決 議 株式の
種 類

配当金の総額
(百万円)

配当の
原 資

１株当たり
配当金(円) 基 準 日 効力発生日

2023年６月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 126 利 益

剰余金 ８ 2023年３月31日 2023年６月28日

年金資産の長期期待運用収益率に関しては、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する
多様な資産の過去の運用実績率や現在及び将来期待される長期の収益率を考慮して設定しております。当連
結会計年度末における長期期待運用収益率は2.7％であります。これらの基礎率は退職給付に係る資産、退
職給付に係る負債及び退職給付費用に重要な影響を及ぼす可能性があります。当連結会計年度に係る連結計
算書類に計上した額は次のとおりです。

（連結貸借対照表に関する注記）

なお、減価償却累計額には減損損失累計額を含んでおります。

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

３．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの
以下のとおり、付議する予定であります。
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（金融商品に関する注記）
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については安全性の高い金融資産で運用し、デリバティブ取引についてはリ

スクを回避するために利用する場合もありますが、投機的な取引は行わない方針であります。また連結子
会社については一部必要な資金に関して銀行借入により調達しております。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。投資有価証券である投資

信託、債券及び株式は、市場価格の変動リスクに晒されています。また、長期預金は、満期日において元
本金額が全額支払われる安全性の高い商品でありますが、デリバティブ内包型預金で当該契約は金利の変
動リスクを内包しております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、主に現金取引であるため売掛債権は少額であります。売掛債権が発生した場合は、ビジネス
メンバー管理規程に従い、営業戦略部が代理店の状況をモニタリングし、取引相手ごとに残高を管理し
ているため、信用リスクは僅少であります。連結子会社についても、営業債権について、経営管理部が
主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財
務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

その他有価証券の債券は、資金運用方針に従い、格付の高い債券のみを投資対象としているため、信
用リスクは僅少であります。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握しております。当該リスクに関

しては、取引権限や限度額等を定めた資金運用規程に基づき、取締役会で承認された資金運用方針に従
い、コーポレートサービス部が取引及び管理を行い、残高照合等も行っております。取引実績及び残高
は、時価も含めコーポレートサービス部から担当取締役に月次で報告しております。

長期預金は、信用度の高い金融機関に対する預金に限っており、金利動向や定期的に時価を把握し、
リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。
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連結貸借対照表
計上額（*1） 時　価（*1） 差　額（*1）

⑴　投資有価証券
　その他有価証券 366 366 －

⑵　長期預金（*2） 500 496 △３

⑶　長期借入金（*3） (25) (25) 　(０)

⑷　長期未払金 (140) (136) (△４)

２．金融商品の時価等に関する事項
2023年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。
（単位：百万円）

現金は注記を省略しており、預金（長期預金は除く）、受取手形、売掛金、買掛金、未払金、未払法人税
等は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（*1）負債に計上されているものについては、（　　）で示しております。
（*2）長期預金は、連結貸借対照表の投資その他の資産の「その他」に含まれております。
（*3）１年以内返済予定の長期借入金を含めております。

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該

時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の

算定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ
ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区　分
時　価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計
投資有価証券
　その他有価証券
　　その他(投資信託) － 366 － 366

資産計 － 366 － 366

区　分
時　価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合　計
長期預金 － 496 － 496

資産計 － 496 － 496
長期借入金 － 25 － 25
長期未払金 － 136 － 136

負債計 － 161 － 161

⑴　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品
当連結会計年度（2023年３月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

投資信託は、非上場投資信託（追加型投資信託）であり、活発な市場がないことから公表されている基
準価額を時価としており、レベル２の時価に分類しております。

⑵　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
長期預金

長期預金は、デリバティブ内包型預金（マルチコーラブル預金）であり、その時価は取引金融機関から
提示された価格によっており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金

これらの時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期未払金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日ま
での期間及び信用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分
類しております。
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１株当たり純資産額 1,124円45銭
１株当たり当期純損失 △46円75銭

（１株当たり情報に関する注記）

（重要な後発事象に関する注記）
（連結子会社の新設分割及び新設会社の株式譲渡並びに連結子会社の商号変更）

当社は、連結子会社である株式会社田中金属製作所（以下、「田中金属製作所」）の真鍮部品・金属切削加
工事業（以下、「金属加工事業」）を会社分割（新設分割）（以下、「本新設分割」）により新設会社に承継
させた上で、新設会社の株式を前社長である田中和広氏に譲渡いたしました。また、分割会社である田中金属
製作所の定款の一部を変更して「株式会社ＴＫＳ」（以下、「ＴＫＳ」）に商号変更いたしました。

１．会社分割及び株式譲渡の目的
田中金属製作所は、ウルトラファインバブル技術製品等の開発・製造・販売事業（以下、「シャワーヘッ

ド事業」）と金属加工事業を中心とした事業を展開しておりますが、シャワーヘッド事業におきましては、
競争激化による受注の落ち込み等の課題があり、金属加工事業におきましては、原材料の高騰等の課題があ
ります。各々が独立することにより、スピーディに課題解決に取り組め、経営の効率性が高いと判断いたし
ました。また、金属加工事業におきましては、その特性上、人材の更なる技術力の向上に特化した独自経営
を目指すことが事業の成長に向けて最も効率的であることから、2023年３月31日付にて本新設分割を行
い、新設会社が金属加工事業を承継した上で、新設会社の株式の全てを田中和広氏に譲渡いたしました。田
中和広氏は、創業当時から続く金属加工事業への理解が深く、長年にわたる事業運営のノウハウを活かして
金属加工事業の能力を最大限に引き出すことが可能であるため、新設会社の株式の譲渡先として合理性があ
ると判断いたしました。

２．会社分割及び株式譲渡の要旨
⑴　分割の日程

新設分割計画及び株式譲渡契約の承認の取締役会決議（当社）　　　　　　2023年２月28日
新設分割計画及び株式譲渡契約の承認の取締役会決議（田中金属製作所）　2023年２月28日
株式譲渡契約締結日 2023年２月28日
分割会社株主総会決議 2023年３月30日
会社分割の効力発生日 2023年３月31日
株式譲渡の効力発生日 2023年３月31日

⑵　会社分割の方式
田中金属製作所（新商号：ＴＫＳ）を分割会社とし、新設会社を承継会社とする新設分割です。

⑶　会社分割に係る割当の内容
新設会社は本新設分割に際して普通株式100株を発行し、その全てを分割会社である田中金属製作所

（新商号：ＴＫＳ）に割当交付いたしました。分割会社は、本新設分割の効力発生日と同日付けで、当該
株式の全てを田中和広氏に譲渡いたしました。
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⑷　会社分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い
該当事項はありません。

⑸　会社分割により増減する資本金
本新設分割による田中金属製作所（新商号：ＴＫＳ）の資本金の増減はありません。

⑹　新設会社が継承する権利義務
新設会社は、新設分割計画書に定める範囲において、効力発生日における金属加工事業に属する資産、

負債（債務）、労働契約、契約上の地位その他権利義務を継承いたしました。
⑺　債務履行の見込み

新設会社は、本新設分割において負担すべき債務について履行の見込みがあるものと判断いたしました。
なお、田中金属製作所（新商号：ＴＫＳ）は、新設会社が承継する一切の債務につき重畳的債務引受をいた
しました。

⑻　保証債務
３月31日時点で田中金属製作所（新商号：ＴＫＳ）が新設会社の債務を保証している額は28百万円です。
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分割会社
（2023年３月31日時点）

新設会社
（2023年３月31日時点）

⑴　商号 株式会社ＴＫＳ 株式会社田中金属製作所

⑵　所在地 岐阜県岐阜市木ノ下町２丁目４番地 岐阜県山県市日永1079番地

⑶　代表者 岩永信幸 田中芳幸

⑷　設立年月日 1994年４月８日 2023年３月31日

⑸　事業内容 節水器具の製造販売等 水洗バルブ等の金属加工

⑹　資本金 10,000千円 3,000千円

⑺　発行済み株式数 200株 100株

⑻　決算期 １月末日 １月末日

⑼　株主構成 当社100％ 田中和広 100％

⑽　上場会社と
当該会社との関係

（資本関係）
当社100％出資子会社であります。

（資本関係）
該当事項はありません。

（人的関係）
当社の取締役である高畑則雄、千本松重
雄、従業員である岩永信幸が当該会社の
取締役（岩永信幸は代表取締役社長）を
兼務しております。また、当社の従業員
である簑原備が当該会社の監査役を兼務
しております。

（人的関係）
該当事項はありません。

（取引関係）
当社が販売する商材の仕入れを行ってお
ります。

（取引関係）
該当事項はありません。

（関連当事者への該当事項）
上記の資本関係、人的関係、取引関係によ
り、当該会社は関連当事者に該当致します。

（関連当事者への該当事項）
該当事項はありません。

３．本新設分割の当事会社の概要
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（2023年３月31日現在） （単位：百万円）
科 目 金 額 科 目 金 額
（資　 産　 の　 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

土 地

そ の 他

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金　

13,403

10,202

67

2,940

193

△0

5,977

2,168

824

907

436

1,153

2,655

366

636

4

998

654

△3　

（負　 債　 の　 部）
流 動 負 債 1,700
買 掛 金 559
未 払 金 576
未 払 法 人 税 等 36
契 約 負 債 102
賞 与 引 当 金 241
そ の 他 184

固 定 負 債 732
長 期 未 払 金 102
契 約 負 債 196
繰 延 税 金 負 債 305
退 職 給 付 引 当 金 118
そ の 他 9

負 債 合 計 2,433
（純　資　産　の　部）

株 主 資 本 17,002
資 本 金 3,600
資 本 剰 余 金 4,897
資 本 準 備 金 4,897

利 益 剰 余 金 8,636
利 益 準 備 金 650
そ の 他 利 益 剰 余 金 7,986
別 途 積 立 金 8,900
繰 越 利 益 剰 余 金 △913

自 己 株 式 △131
評 価 ・ 換 算 差 額 等 △54
その他有価証券評価差額金 △54

純 資 産 合 計 16,948
資 産 合 計 19,381 負 債 ・ 純 資 産 合 計 19,381

貸 借 対 照 表

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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( 自 2022年４月 1 日
至 2023年３月31日 ) （単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 11,967

売 上 原 価 6,064

売 上 総 利 益 5,903

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,803

営 業 利 益 100

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 0

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 0

雑 収 入 26 27

営 業 外 費 用

支 払 利 息 0

雑 損 失 1 2

経 常 利 益 125

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2

特 別 退 職 金 792

事 業 整 理 損 7

そ の 他 特 別 損 失 16 819

税 引 前 当 期 純 損 失 （ △ ） △693

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 13

法 人 税 等 調 整 額 16 30

当 期 純 損 失 （ △ ） △724

損 益 計 算 書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 自 2022年４月 1 日
至 2023年３月31日 ） （単位：百万円）

株　 主　 資　 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合 計資 本

準 備 金
資 本
剰 余 金
合 計

利 益
準 備 金

その他利益剰余金 利 益
剰 余 金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日 残 高 3,600 4,897 4,897 650 8,900 △62 9,487 △131 17,853

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △126 △126 △126

当 期 純 損 失 （ △ ） △724 △724 △724

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の当事
業年度中の変動額(純額) －

当事業年度中の変動額合計 － － － － － △850 △850 △0 △850

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 3,600 4,897 4,897 650 8,900 △913 8,636 △131 17,002

評価・換算差額等
純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
評価・換算
差額等合計

2 0 2 2 年 ４ 月 １ 日 残 高 △26 △26 17,826

当 事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △126

当 期 純 損 失 （ △ ） △724

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の当事
業年度中の変動額（純額） △28 △28 △28

当事業年度中の変動額合計 △28 △28 △878

2 0 2 3 年 ３ 月 3 1 日 残 高 △54 △54 16,948

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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建　  物 ８年 ～ 50年
構 築 物 ５年 ～ 35年

①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については主として貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。

②賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度負担額を
計上しております。

個 別 注 記 表
（計算書類作成のための基本となる重要な事項）

重要な会計方針
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）
市場価格のない株式等　　　　　 移動平均法による原価法

関係会社株式 移動平均法による原価法

②商　　品 総平均法による原価法
（貸借対照表価額については、収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法）

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①有形固定資産 定額法を採用しております。

（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

②無形固定資産 定額法を採用しております。
（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年ま

たは10年）に基づく定額法を採用しております。
③リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
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③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処
理することとしております。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の時点

（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
レディースインナー等販売事業においては、レディースインナーを中心とする衣料品、化粧品、健康食品

等の卸売販売を主な事業としており、このような商品の販売については引渡し時点において顧客が当該商品
に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、商品の引渡時点で収益を認識して
おります。なお、国内の販売においては、出荷時から当該商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通
常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。また、取引価格は顧客との契約において約束
した対価から返品、値引き及び割戻し等を控除した金額で算定しております。取引の対価は履行義務を充足
してから概ね１か月で受領しており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。

（会計方針の変更に関する注記）
（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下
「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第
27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわ
たって適用することといたしました。なお、個別計算書類に与える影響はありません。

（収益認識に関する注記）
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社は、レディースインナー等販売事業を営んでおり、主な財またはサービスの種類は、レディースイン
ナー等を中心とする衣料品、化粧品、健康食品等であります。またそれぞれの売上高は、衣料品類86億69
百万円、化粧品類19億６百万円、健康食品類８億63百万円、その他５億27百万円であります。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「重要な会計方針」の「重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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繰延税金負債 305百万円

前払年金費用 998百万円
退職給付引当金 118百万円
退職給付費用 53百万円

（会計上の見積りに関する注記）
１．税効果会計

当社は、繰延税金資産及び繰延税金負債の見積りについて、かねてからの課題である訪問販売員の高齢化
による活動鈍化やビジネス稼働人数の低下、新規ビジネス参画者の減少に加え、新型コロナウイルス感染症
まん延による業績低迷からの改善の遅れなどにより、需要の低下は今後も一定程度継続し影響があると仮定
したことにより、課税所得の見積りが大きく減少する見込みとなったため、回収不能またはスケジューリン
グ不能と判断した繰延税金資産に対して、評価性引当額を設定し繰延税金資産を計上しておりません。繰延
税金資産の認識は、将来の事業計画に基づく課税所得の発生時期及び金額によって見積もっており、今後の
業績の推移やその影響範囲等は大きく変動する可能性があります。当該見積りは将来の不確実な経済条件の
変動などによって影響を受けるため、実際に発生した課税所得の時期及び金額が見積りと異なった場合、翌
事業年度に係る個別計算書類において、繰延税金資産及び繰延税金負債の金額に重要な影響を及ぼす可能性
があります。当事業年度に係る個別計算書類に計上した額は次のとおりです。

２．退職給付会計
当社は、従業員の大多数を対象とするいくつかの退職金制度を有しており、従業員の退職給付に充てるた

め、積立型、非積立型の確定給付制度を採用しております。確定給付企業年金制度（積立型）における、前
払年金費用、退職給付引当金及び退職給付費用は、数理計算上の仮定に基づいて算出されております。これ
らの仮定には、割引率、年金資産の長期期待運用収益率、退職率、死亡率等が含まれており、当社としては
使用した数理計算上の仮定は妥当なものと判断しておりますが、仮定自体の変更により、前払年金費用、退
職給付引当金及び退職給付費用に重要な影響を与える可能性があります。

割引率に関しては国内社債の利回りに基づいて設定しております。2023年３月31日時点における、国内
社債のうち満期までの期間が、予想される将来の給付支払の時期までの期間と同じ銘柄の利回りを基礎とし
ており、当事業年度末における割引率は0.5％であります。

年金資産の長期期待運用収益率に関しては、現在及び予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する
多様な資産の過去の運用実績率や現在及び将来期待される長期の収益率を考慮して設定しております。当事
業年度末における長期期待運用収益率は2.7％であります。これらの基礎率は前払年金費用、退職給付引当
金及び退職給付費用に重要な影響を及ぼす可能性があります。当事業年度に係る個別計算書類に計上した額
は次のとおりです。
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１．有形固定資産の減価償却累計額 5,537百万円

短期金銭債権 ６百万円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

仕入高 45百万円
営業取引以外の取引高 ０百万円

１．当事業年度末の自己株式の種類及び株式数　普通株式 250,835株

繰延税金資産 繰延税金負債
商 品 146百万円 前 払 年 金 費 用 △305百万円
税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 714百万円 繰 延 税 金 負 債 合 計 △305百万円
賞 与 引 当 金 73百万円
未 払 金 27百万円 繰 延 税 金 負 債 の 純 額 △305百万円
契 約 負 債 60百万円
退 職 給 付 引 当 金 72百万円
そ の 他 68百万円
繰 延 税 金 資 産 小 計 1,164百万円
税務上の繰越欠損金に
係 る 評 価 性 引 当 額 △714百万円
将来減算一時差異等の
合計に係る評価性引当額 △449百万円

評 価 性 引 当 額 小 計 △1,164百万円
繰 延 税 金 資 産 合 計 ー

（貸借対照表に関する注記）

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

（損益計算書に関する注記）

（株主資本等変動計算書に関する注記）

（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳
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種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容

取 引
金 額
（*3）

科 目
期 末
残 高
（*3）

子会社
株式会社

田中金属製作所
（*1）

100％ 役員の兼務
（２人）

シャワーヘッド
の仕入

百万円 百万円

45 前渡金 ６

１株当たり純資産額 1,070円26銭
１株当たり当期純損失 △45円72銭

（関連当事者との取引に関する注記）

（*1）株式会社田中金属製作所は2023年３月31日付で株式会社ＴＫＳへ商号変更いたしました。
（*2）取引条件及び取引条件の決定方針につきましては、一般取引条件を参考にして決定しております。
（*3）取引金額には消費税等は含めておらず、期末残高には消費税等を含めております。

（１株当たり情報に関する注記）
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代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 中須賀　高　典

業務執行社員 公認会計士 細　谷　明　宏

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2023年５月９日

株式会社　シャルレ
取　締　役　会　　　御　中

ひ び き 監 査 法 人
大 阪 事 務 所

　
監査意見

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社シャルレの2022年４月１日から
2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社シャルレ及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。
当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法
人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかど
うか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかど
うか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継
続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。
連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計
算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個
別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重
要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内
部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確
実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、
監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結
計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求め
られている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や
状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並び
に連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切
な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ
る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減す
るためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士 中須賀　高　典

業務執行社員 公認会計士 細　谷　明　宏

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書
2023年５月９日

株式会社　シャルレ
取　締　役　会　　　御　中

ひ び き 監 査 法 人
大 阪 事 務 所

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社シャルレの2022年４月１日か

ら2023年３月31日までの第48期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし
てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成

し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用
における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、そ
の他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか
検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、そ
の事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企
業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視すること
にある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類
等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応

した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明
の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部
統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積
りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監
査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実
性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監
査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類
等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況によ
り、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計
算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内

部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項につ
いて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減す
るためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第48期事業年度における

取締役の職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告い
たします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役

会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取
締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。
①監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の

上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を
受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所にお
いて業務及び財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けま
した。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証す
るとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため
の体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」
（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に
応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対
照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計
算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）につ
いて検討いたしました。

監査等委員会の監査報告書　謄本
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指
摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
会計監査人ひびき監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑷　取締役の選解任等および報酬等に関して
第48回定時株主総会に上程されている監査等委員である取締役以外の取締役の選任議案

及び当事業年度における監査等委員である取締役以外の取締役の報酬については、いずれ
も相当であり、当監査等委員会としては指摘すべき事項はございません。

2023年５月10日
株式会社シャルレ　監査等委員会

常 勤監 査 等委 員 吉 田 金 吾 ㊞
監 査 等 委 員 岸 本 達 司 ㊞
監 査 等 委 員 井 出 久 美 ㊞
監 査 等 委 員 茂 永 　 崇 ㊞

　

以　上
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